
 

 

 

 

 

附属機関の委員の公募 

（条例第２０条） 

資料２ 



【公募委員】(附属機関等の区分別時系列比較表）

H21 H22 H23 H21 H22 H23 H21 H22 H23 H21 H22 H23

A  国の法令に基づく必置の附属機関 22 22 19 1 1 1 1 1 1 14.3 14.3 14.3

B  国の法令に基づく必置の附属機関(市職員のみ) 0 0 0 0 0 0 0 0 0

C  国の法令に基づく任意の附属機関 14 16 16 10 11 12 22 25 26 15.4 16.0 15.6

D  条例に基づく附属機関 27 27 29 9 10 12 12 13 17 12.5 12.9 13.5

E  国の法令に基づく必置附属機関類似機関 10 10 9 1 1 2 2 2 4 11.1 11.1 12.5

F  国の法令に基づく市職員のみの必置機関

G  国の法令に基づく任意の附属機関類似機関 7 7 10 1 1 1 2 2 2 16.7 16.7 15.4

H  市規則等に基づく類似機関(外部委員含む) 39 46 42 13 16 13 25 27 21 14.7 12.7 12.4

I  市規則等に基づく類似機関(庁内検討委員会)

J  実行委員会(外部委員含む。)

K　実行委員会(市職員のみ)　

※　　　計 （A～E，G，H） 119 128 125 35 40 41 64 70 71 14.3 13.8 13.8

○附属機関等(A～E,G,H)のうち公募委員がいる機関数は，平成２２年の４０機関から１機関(２．５％)増加して４１機関となった。

○附属機関等(A～E,G,H)の委員のうち公募委員の数は，平成２２年の７０人から１人(１．４％)増加して７１人となった。

○公募委員(A～E,G,H)がいる機関（委員数：５１４人）の公募委員の比率は，平成２２年と同ポイントの１３．８％であった。

　なお，委員総数(A～E,G,H)に占める公募委員の割合は，４．８％となった。

平成２３年４月１日現在

（単位：機関，人，％）

附 属 機 関 等 の 区 分
公募委員がいる機関数 公募委員数 公募委員比率機関数
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委員数
 公募委員数
（応募人数）

1 屋島会議 １４人 ３人（２３人） 21.4 ％

2 たかまつ男女共同参画プラン策定懇談会 １２人 ２人（４人） 16.7 ％

3 高松市水環境協議会 １４人 ２人（７人） 14.3 ％

4 高松市総合都市交通計画推進協議会 ２０人 ２人（６人） 10.0 ％

5 高松市協働づくり委員会 ７人 １人（４人） 14.3 ％

6 高松市市民葬儀運営協議会 １３人 ２人（４人） 15.4 ％

7 高松市スポーツ振興審議会 １０人 １人（４人） 10.0 ％

8 高松市市民文化センター運営協議会 ９人 １人（３人） 11.1 ％

9 高松市こども未来館（仮称）基本構想検討委員会 １３人 ２人（１０人） 15.4 ％

10 高松市美術館協議会 １５人 ２人（７人） 13.3 ％

11 高松市歴史公文書等の保存および利用に関する懇談会（※8/9まで募集） １０人（予定） ２人（５人） 20.0 ％

12 高松市行財政改革推進委員会 １０人 ２人（１５人） 20.0 ％

13 高松市高齢者保健福祉計画推進懇談会 １４人 ２人（１２人） 14.3 ％

14 高松市放課後子どもプラン推進委員会 １３人 ２人（３人） 15.4 ％

15 高松市廃棄物減量等推進審議会 １３人 ２人（６人） 15.4 ％

16 高松市農業基本対策審議会 １０人 １人（１人） 10.0 ％

17 高松市コンパクト・エコシティ推進会議 １５人 ２人（１１人） 13.3 ％

18 高松市自転車等駐車対策協議会 １４人 ２人（１４人） 14.3 ％

19 高松市市営住宅長寿命化計画策定懇談会 ９人 １人（１人） 11.1 ％

20 高松市消防防災等のあり方検討委員会 １５人 ２人（２人） 13.3 ％

21 高松市立病院を良くする会 ８人 １人（６人） 12.5 ％

22 高松市上下水道事業経営懇談会 １４人 ２人（１０人） 14.3 ％

23 高松市小中学校校区審議会 １０人 ２人（２人） 20.0 ％

24 高松市少年育成センター運営協議会 １５人 ２人（４人） 13.3 ％

25 高松市歴史資料館等協議会 １０人 １人（３人） 10.0 ％

26 高松市図書館協議会 １２人 ２人（１０人） 16.7 ％

３１９人 ４６人 14.4 ％

○応募資格

⑴

⑵ ⑴の要件のほか，「その責務を誠実に履行できる方」を加えている

⑶ ⑴の要件のほか，「その分野に関心がある方」や「経験がある方」を加えている

⑷ ⑴の要件のほか，「平日の昼間に年３回程度会議に出席できる方」を加えている

⑸ ⑴の年齢制限が１８歳以上

⑹ 高松市内に住所を有する４０歳以上の方

⑺ その分野全般について意見，提言することができ，年２，３回の会議に参加できる方

○公募の周知方法

⑴ 市ホームページ ２６機関

⑵ 広報たかまつ ２１機関

⑶ 支所・出張所等 ２０機関

⑷ その他

○選考方法

⑴ 書面審査および面接 １４機関

⑵ 書面審査のみ １２機関

○選考基準

⑴ 協調性，積極性，表現力，業務適正など　　がほとんど

⑵ その他　　

○合否通知方法

⑴ すべて，採用・不採用とも本人あて文書で通知

◎課題

委員総数に占める公募委員の割合が少ないので，公募委員をさらに増やす必要がある

（現在行っている市民活動状況，社会教育支援のボランティア活動状況，消防・
防災活動の経歴など）

（スポーツ施設，図書館など）

附属機関等の委員の公募状況調査結果

附属機関等の名称

高松市内に住所を有する（居住する）方または通勤・通学している方で，
２０歳以上の方
（ただし，市議会議員および市職員を除く。）

 公募委員
の割合

１８機関

２機関

２機関

１機関

１機関

１機関

１機関

平成２３年８月８日現在

（平成２２年４月１日から平成２３年７月３１日までに募集した公募委員について調査）
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－１－ 

 

附属機関等の委員の見直しについて 

 

１  見直し検討項目および見直し案（参考：中核市調査結果） 

「附属機関等について」の中核市調査結果 

    調査概要 ： 平成２３年４月に，郡山市・盛岡市・いわき市を除く中核市

３７市と徳島市の計３８市を対象に調査を実施した。 

 

(１) 委員定数 

   高松市附属機関等の設置，運営等に関する要綱において，特別の事情がある場合

を除き，１５人以内としている。 

   １５人以内： ６市    

   ２０人以内：１５市   明確な設定基準なし：１７市 

２０人以内としている割合が高いが，（２）で公募委員を別枠とし，さらに割合

を高める。 

→  公募以外の委員は１５人以内とする 

に変更する 

 

(２) 公募委員の割合 

高松市附属機関等の会議の公開および委員の公募に関する指針において，原則，

委員定数の１割以上かつ１人以上の枠を設けて公募すると規定している。 

    １０％：３市（宇都宮市，高崎市，長崎市） 

    １５％：１市（前橋市） 

    ２０％：５市（旭川市，富山市，長野市，岐阜市，岡崎市） 

    ３０％：１市（川越市） 

    ５０％：１市（青森市） 

    明確な設定基準なし：２７市 

基準を設定している市のうち，２０％としている割合が高い。 

→ 公募委員以外の委員数の２割を下らない人数を公募する 

に変更する 

 

(３) 委員の委嘱に係る制限 

   ア 年齢制限 

     要綱において，委員に委嘱する時に年齢７５歳以上の者は，委員にすることは

できない（公募による場合を除く。）旨を規定している。 

     ＜上限＞          ＜下限＞     

      ６９歳まで：１市      ２０歳以上：２市   

      ７０歳まで：３市      公募委員のみ２０歳以上：３市 

      在任中７５歳を越えない：１市                   

      ７５歳まで：４市      明確な設定基準なし：２４市 

基準を設定している市とは，大きく乖離していない。 

→  変更なし  
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イ 再任する場合の年数 

要綱において，その在任期間が引き続き１０年を超えないようにする旨を規定

している。 

      ５年： １市   １２年：１市 

   ６年： ６市   連続２期：１市 

  ８年： ４市   連続３期：１市 

 １０年：１４市   明確な設定基準なし：１０市 

     基準を設定している市のうち，１０年としている割合が高い。 

→  変更なし 

             ※ 本市の再任状況【参考】 ＊ 併任している者は重複あり 

               全委員数１，４７２人のうち 

               ５～６年：２５０人   ９～１０年：５９人 

               ７～８年：１２２人   １１年以上：６６人 

                 

ウ 併任可能な機関数 

要綱において，「既に他の附属機関４機関以上の委員となっている者は，委嘱

しないこと」と規定している。 

     ２機関：１市   ５機関：１５市 

  ３機関：７市   明確な設定基準なし：９市 

  ４機関：６市    ※ その他（あて職を除いている市）：２市 

 ５機関以内としている市の割合が高いが，本市の基準の方がより多くの市民が

登用できる。 

→  変更なし 

               ※ 本市の併任状況【参考】 

                 全委員数１，４７２人のうち 

                 ３機関：６４人   ６機関：１０人 

                 ４機関：２６人   ７機関以上：１０人 

                 ５機関：１０人  

 

２ 要綱等の見直し 

  平成２３年８月１６日開催の高松市自治推進審議会において，現状および上記の見直

し内容を説明後，現行の要綱等を再整備する。（年内） 

 

３ 改正要綱の施行日 

  平成２４年４月１日施行（予定） 



   高松市附属機関等の設置，運営等に関する要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は，附属機関および懇談会・協議会等の適正な設置および運 

 営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「附属機関」とは，地方自治法（昭和２２年法律第 

 ６７号）第１３８条の４第３項の規定により法律または条例に基づき設置さ 

 れたものをいう。 

２ この要綱において「懇談会・協議会等」とは，各種団体の代表者等により 

 市民の意見を本市の行政に反映させることを主な目的として規則，規程，要 

 綱等に基づき設置されたものをいう。 

 （附属機関の設置） 

第３条 附属機関の設置に当たっては，次の事項に留意するものとする。 

  所掌事務は，弾力的に対応できるよう，適切な範囲のものとすること。 

  設置目的に永続性のないものは，存続期間を定めること。 

  委員の定数は，１５人以内とすること。ただし，特別の事情があると認 

  められる場合は，この限りでない。 

 （附属機関の廃止および統合） 

第４条 既に設置されている附属機関で，次の各号のいずれかに該当するもの 

 については，廃止または統合を検討するものとする。 

  社会経済情勢の変化により著しく必要性が低下したもの 

  所期の目的を達成したもの 

  活動が著しく不活発なもの 

  設置目的および所掌事務が他の附属機関と類似し，または重複している 

  もの 

 （附属機関の委員の委嘱） 

第５条 附属機関の委員の委嘱に当たっては，設置目的に応じて，市民の幅広 

 い層からの意見の反映および公正性の確保を図るとともに，次の事項に留意 

 するものとする。 
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  委員への女性の登用については，高松市における審議会等委員への女性 

  の登用推進要綱（平成８年３月６日制定）の定めるところによること。 

  市議会議員および市職員は，委員に任命しないこと。 

  委員に委嘱する時に年齢７５歳以上である者は，第３項に規定する公募

による場合を除き，委員にすることはできない。  

  委員を再任する場合は，その在任期間が引き続き１０年を超えないよう

にすること。 

  既に他の附属機関４機関以上の委員となっている者は，委員に委嘱しな

いこと。 

２ 前項の規定は，委員に委嘱しようとする者が当該附属機関の所掌事務に密 

 接な関連を有する団体を代表する者である場合，専門的な知識，経験等を有 

 する者が他にいない場合その他特別の事情があると認められる場合には，適 

 用しない。  

３ 委員については，「高松市附属機関等の会議の公開および委員の公募に関  

 する指針」（以下「指針」という。）の定めるところにより，原則として，  

 一定の枠を設けて公募するものとする。  

 （附属機関の運営および会議） 

第６条 附属機関の運営に当たっては効果的かつ効率的に行い，会議の開催は 

 必要最小限にとどめるものとする。 

２ 会議の透明性の確保に努めるため，会議は，指針の定めるところにより， 

 原則として公開するとともに，会議記録等を審議経過等が明確になるよう作 

 成するものとする。 

 （懇談会・協議会等の設置） 

第７条 懇談会・協議会等の設置に当たっては，次の事項に留意するものとす 

 る。 

  懇談会・協議会等の適切な運営を図るため，要綱等には，設置目的，協 

  議事項，設置期限ならびに構成員の数，選任区分および任期を明らかにす 

  ること。 

  構成員の定数は，１５人以内とすること。ただし，幅広く各界の意見を 

  求める必要があること，その他特別の事情があると認められる場合は，こ 



  の限りでない。 

  懇談会・協議会等の名称には，審議会，審査会または調査会という表現 

  は用いないこと。 

 （懇談会・協議会等の構成員の選任等） 

第８条 第５条の規定は，懇談会・協議会等の構成員の委嘱について準用す   

 る。 

２ 第６条の規定は，懇談会・協議会等の運営および会議について準用する。 

 （事前協議等） 

第９条 附属機関または懇談会・協議会等を新たに設置する場合および附属機 

 関の委員または懇談会・協議会等の構成員の委嘱を行う場合は，事前に関係  

 部長等と協議を行わなければならない。 

２ 附属機関の委員または懇談会・協議会等の構成員の委嘱を行う場合は，総  

務課長および総務課文書係長の審査を受けなければならない。 

 （委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，市長が定める。 

 

   附 則  

１ この要綱は，平成９年４月１日から施行する。 

２ 第５条および第８条第１項の規定は，この要綱の施行の日以後に行う最初 

 の附属機関の委員または懇談会・協議会等の構成員の委嘱から適用する。 

   附 則  

１ この要綱は，平成１３年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第５条第３項の規定は，平成１３年７月１日以後に行う委員の委  

  嘱から適用する。  

   附 則  

１ この要綱は，平成２０年４月１日から施行する。 

 

 

 



   高松市附属機関等の会議の公開および委員の公募に関する指針  

 

１   目 的  

    この指針は，附属機関等の会議の公開および委員の公募について定め，そ  

 の透明性を高めるとともに，市政への市民参加を推進し，市政に対する市民  

 の理解を深めることを目的とする。 

２   対 象  

    対象とする附属機関等は，「法令，条例または要綱等に基づき，市の行政  

 執行の前提として必要な審査，審議，調査等を行うため設置されたもの」と  

 する。  

３   公開基準  

    会議は原則として公開する。ただし，次の各号のいずれかに該当する場合  

  は，非公開とすることができる。  

  高松市情報公開条例（平成１２年条例第３９号）第７条各号に掲げる情  

    報に該当すると認められる事項について審議等を行う場合  

  当該会議を公開することにより公正または円滑な審議が著しく阻害され，  

  会議の目的が達成できなくなると認められる場合  

４   公開の決定および方法  

    会議を公開するか否かの決定は，前項の公開基準に基づき，当該附属機関  

 等が行い，公開は，報道機関に公開するとともに，傍聴を希望する者にこれ  

 を認めることにより行うものとする。  

５ 会議開催の周知  

    公開する会議の開催については，報道機関への資料提供その他適切な方法  

  により，その周知に努めるものとする。  

６ 会議記録の作成および公表 

  附属機関等は，会議の公開，非公開にかかわらず，その会議が終了した 

後，速やかに，当該会議の会議記録を作成するものとする。 

 附属機関等は，前項の会議記録を，会議終了後２週間以内に公表するも

のとする。 

７ 委員の公募  

  附属機関等の委員は，原則として，委員定数の１割以上かつ１人以上の枠 

を設けて公募するものとする。ただし，公募することが適当でない特別の事 

情がある場合は，この限りでない。 



８ 委  任 

  この指針の運用に当たって必要な事項は，別に定める。 

 

 附 則 

   この指針は，平成１３年４月１日から施行する。 

    第６項の規定は，平成１３年７月１日以後に行う委員の委嘱から適用する。 

   附 則 

  この指針は，平成１８年１０月１日から施行する。 
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